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I はじめに
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昭和30年代に入って，日本の教育界は日教組と文部省の対立時代に入るが，勤務評定， 学力
テス ト，教育課程改訂，教科書検定などの諸問題についての，両者の対立 ・抗争の歴史の中か
ら，教育権論争が起こってきた。ところで，教育権という言葉はどのような意味をもって使わ
れているのであろうか，例えば，田中耕太郎氏によると， 教育権には二つの意味がある。第一
は教育を受ける被教育者の権利または教育の請求権であり，第二は教育をなす権利または権能
である。普通に教育権とは，第二のものを指すとされている。
持田栄一氏はやや視点を変えて，教育権という言葉を，「形式的ないい方をすれば，教育法
制を主体化してとらえたもので，教育についてわれわれがもち，われわれに許されている力・
意志 ・利益・行動範囲のうち，法制によって保障されているものJであり， 「もう少し具体的
内容に即してとらえていくと，それは，教育をし， 教育を受けることの自由を国家権力との対
応において理解したものである」と説明しているが，この言葉は必ずしも一義的なものとは
なっていない。
ところで，この言葉の今日的意味を考え理解しようとする場合，戦前の明治憲法下における
教育と教育行政との関係の理解が必要であるように思う。明治憲法下の日本では，教育を受け
ることは，権利ではなく，むしろ国家に対する臣民の義務であった。教育義務は，兵役 ・納税
の義務とともに臣民の三大公義務と考えられていた。 さらに学校教育は，公権力 ・国家権力作
用そのものであるとの教育行政法理論もあり，また，教育法制上は，教授活動 ・教育方法 ・教
育計画などの内的学校事務とその監督行政は国家事務であり，施設設置管理 ・財政等の外的学
校事務は委任事務であった（教員人事は地方長官に授権された国家事務）から，教育は，権力
作用としての教育行政とは，質的に区別され得ず，しかも，それによって細部にいたるまで支
配統制されていたので，「教育の自由」 というようなことは法的に保障される余地すらなかっ
たといえよう。この辺の事J情を戦前の法制に従ってもう少し詳しく見ることにしよう。
明治4年文部省が設置され，明治19年には，文部省官制が定められて以来日本の中央集権的
教育行政組織が形成されるが，明治23年改正小学校令等によって府県知事は，文部大臣の指揮
監督の下に一般的な教育監督庁として位置づけられ，その下に学事視察を本来の職務とする郡
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視学が設置され，さらに明治23年には，改正地方官官制によって視学官・視学が府県に置かれ
た。これらの視学機関は，校長と共に教員の上司として学校教員に対する権力的指揮監督を行っ
ていた。このような権力的指揮監督の体制の下で実施される教育は，例えば明治23年の小学校
令，昭和16年の国民学校令など勅令としての学校令によって教科目が法定され，その委任命令
としての学校令施行規則によって各教科目の目的・ 方法の要旨などが「教則」として定められ，
さらにこれらに基づく文部省訓令と して科目内容を詳細規定する「教授要目」があり，それら
を学校長の職務命令としての 「校規」によって，教則等実現のための時期的な教授分量程度に
関する「教授細目Jと各教員が立てる教案の検閲制の下に実施してゆくことに外ならなかった。
そこには，教育は，まさに国家事務執行の一作用にすぎず，教育行政作用と質的に区別しうる
ものではなかったといわなければならない。
以上のような旧法制に対して，教育基本法は，教育と教育行政とは法的性質の全く異なる作
用であることを認めて，教育を専門的作用として非専門的な教育行政から作用的に分離してと
らえた。教育基本法第10条がその制度的な表れである。しかし，その後この第10条の解釈をめ
ぐって，いろいろな説が対立し，その対立論争が現在の教育界の争点の一つになっている。
すなわち，専門的作用としての教育に対するその専門性の保障の程度， つまり教育は，教育
行政に対し独立のものとして法的に保障されているのかどうかこそが，今日教育基本法第10条
をめぐる解釈論争として争われているのである。 いわゆる教育権の独立論争である。 特に教員
の「教育権の独立」の有無についての論争は深刻である。このことについての法解釈論争は多
くの法学者 ・教育学者 ・文部官僚などによって争われたが，それらを分類・概説すると次のよ
うになろう。
I 学説の分類と概説
1 .分類
(1）教育権の独立の否定説
現行の行政解釈では，教育法規を立案運営している文部省の解釈で，親権者たる父母住民の
付託に基づく，学校管理の事業経営的性格のものとする説である。法律（地方教育行政組織法
23・33条）の定める教育委員会の「学校管理」には，ひろく教育課程 ・教材の取り扱いに関す
る 「管理運営」が含まれ，営造物の長たる校長の所属職員の監督権（学校教育法28条）には教
育実施についての指示命令も含む。 教員はその教育を行うにあたっても，「職務上の上司（教
育委員会 ・校長など）の職務上の命令に忠実に従わなければならない」（地方教育行政組織法
43条）ものであり，「教師の教育上の自主性は，教育学上あるいは経営学上の配慮の問題とし
て考えられるべきもの」である。したがって，大学以外の学校の教員には，いわゆる 「教育の
自由」や 「教育権の独立」の法的保障はない。教育基本法第10条にいう「不当な支配」 の主体
としては，「政党のほかに，官僚 ・財閥 ・組合などの国民全体でない一部の勢力」が考えられ
るが，これらのもつ 「理想なり政策なりが法制上認められた」場合には「不当な支配jとはな
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らない。「学校で教授する教育内容を確定し，学校の教育活動について， 必要な規制を加える
ごともまた 『必要な諸条件の整備確立Jであり，現に行われている教育行政であるJ。
(2）教育権の独立肯定説
①教師の教育の自由説
教師は，自然権的教育権を有する親の付託を受けて教育を行うものであるが，それは親一般
には期待できない「真理の代理者」 たる資格を持つためであり，それは教員の義務であり権利
である。憲法第23条に規定する 「学問の自由」の一環である「教授の自由」は，すべての学校
教師に保障されるべきものである（教育基本法2条）ゆえに 「真理の代理者としての教師の教
育権は，権力の統制を受けるべきでないという意味で，自由である。j教育基本法制が，教育
の権力統制をほしいままにした旧教育勅語法制からの断絶を意味するものであるゆえ， 教育基
本法第10条1項の禁ずる教育に対する「不当な支配」の内容は「国家権力自体による，親や教
師の行う教育への支配」 だということになる。そこで結局同条は，教育行政権による権力統制
は，教育基本法の歴史的な意義や制定時の立法意志からいっても，「諸条件の整備確立」の中
の外的事項（施設設備等）にとどまるべきもので，内的事項（教育内容・方法・教育研修等）
に介入すべきではない。したがって，教育行政はこの領域では，非権力的な指導助言制をとる
べきで，教員などの 「教育の自由」は大幅に保障されなければならないというイギリス的なシ
ステムを定めたものである。
②教師の教育権限の独立説
社会権としての「教育のうける権利」は，従来教育の機会均等という外的条件（学校制度 ・
無償）の整備を要求する権利とのみ解されてきたきらいがあるが，これは 「文化的な最低限度
の生活を営む権利」（憲法25条）の具体化であるとみられるから，憲法および教育基本法が予
定する 「文化」「教育」の内容にそくして，いかなる教育をうける権利があるかがより教育的
に解釈されるべきである。その場合，公教育原理である「教育の中立性Jの原理が重要である。
公教育の政治的および宗教的中立性（教育基本法8・9条）につづいて教育基本法第10条の「教
育は不当な支配に服することなく……」としているなかに「教育の行政的中立性jの保障が含
まれていると考えられる。憲法第23条の「学問の自由」の精神をうけて，子供を教育基本法の
前文 ・第l条 （目的）および第2条 （方針）にそのように「真理Jの教育を行いうるためには，
何が教育内容たるべき真理であり，どうすることがよい教育方法であるかは，法的上下関係に
よって決定することはできない。それは免許状により専門資格を公証され，社会の教育要求を
直接の文化的ルート（法制・権力行政的 ・議会政治的ルートではない）を通してくみとってい
る各学校の教員組織により，自律的・ 集団的に決定されるべきである。したがって教育基本法
第10条の 「不当な支配Jは， なによりも文部省の学校監督権や教育委員会および私学理事会の
学校管理権による法的支配を意味し，それを禁止したものと考えられる。
学校教育法第28条4項は，教員に独立した教育権限が与えられていることを確認した規定だ
と解釈すべきである。 個々の教員は，その教育権限の行使（内的事項 ・教育課程管理）につい
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ては，大綱的な基準立法および職員会議・学内委員会などの学校の教員組織の議決に拘束され
るほかは，「職務上の独立」が保障されており，指揮監督・職務命令をうけない。しかし，指
導主事や校長は法的拘束力のない，教育の倫理・法則にのっとった教育上の 「指導助言」は行
うことができる。このような教員の 「教育権限の独立jは，児童生徒の 「中立な教育をうける
権利」を国家的に保障するために学校管理権（教育企業経営権）等に加えられた制限の反射と
しての，社会法上の「制度的保障」（私有財産制・地方自治制 ・司法権の独立など，国民の基
本的人権保障とならぶ憲法上の保護が，人ではなく客観的な法制に与えられている場合をさす）
である。それゆえ，大学教員個人に自由権として認められている「教授の自由」とも，その沿
革・根拠および本質を異にするものであり，現代的な公教育法の原理としてのみ理解されるも
のである。
③ 堀尾輝久氏の説
近代の人権思惣は「子供の発見」とその権利を承認した。その権利の主要なものは，成長と
学習＝教育に対する権利であり，それは子供の基本的人権と考えられる。しかし，子供の人権
は，「自己充足的権利ではなくj，したがって「ふさわしい条件のもとでの，ふさわしい学習の
指導＝教育の要請を内に含んだ権利」であり，「発達と学習の可能性を有効に実現するための
条件と，その組織的な手段を，両親に，さらに社会に義務づける」ものである。両親はこの義
務を負うものとして，「子供の成長と学習に第一次の責任を負い， そのことに対する他から不
当な干渉を排除する権利（義務履行の優先権 狭義の教育権）」をもっ。 しかし，両親の教育
権は，その人権（生存権や労働基本権）の保障のないときは，「親権乱用」になり，子供の人
権を無視することになる。したがって，子供の人権の保障は必然的に深く社会的機構の問題な
どと関連をもつものでもある。
また，子供の 「学習権」は，第一次的な両親の教育権に委ねておくばかりでは，十分に保障
できないので，「親義務の共同化として学校を設け，教育条件を整え専門の教師を雇い親の要
求を社会的要求として，民主的に組織して教育に反映させる機構として， 教育委員会などの指
導助言機関」を設けるが，それは当然 「公費」によってまかなわれる。したがって，以上のよ
うな親義務の規定から，次のような反面解釈，すなわち義務に対する権利の主体者と して国家
の教育権を認めることはできない。一方，教師はその専門性により，共同化された親義務の委
託をうけ，親義務の代行者になるが，教師の教育権の根拠はそこに求められる。 したがって，
教師の教育権は， 「子供の学習権を充足させる力量（科学的真実 ・芸術的価値と子供の発達成
長についての専門知識）をもつことによって，はじめて，その教育権の実質的根拠を得る」こ
とができ，そのために，学問の研究や教育の自由が要請されるのである。以上のことから，教
育行政のありかたもおのずと規定されるが，教育基本法第10条は 「国家ないし地方公共団体の
教育機会配慮の義務と教育内容（内的事項）への権力的不介入の原理」を示したものであり，
そこにおける教育行政のあり方を示すものといえる。
以上，代表的な諸説を並記したのであるが，次に各説について若干の解説と問題となってい
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る点を言Eすことにする。
2.概説
現行の行政解釈での戦後の日本の公教育は 「国権主義的な明治公教育体制を基本とし，それ
が近代公教育機能を行う」という戦前型から，一応近代公教育体制をとるようになった。教育
基本法制の成立は，教育を非権力的な社会作用と考える方向づけをするものであった。この法
制下での教育行政権は，教育委員会が有する学校管理権を中心として構成され， 「私立学校理
事会の学校管理権と法的性格を同じくするいわば教育企業経営権であり，非権力的な社会作用
を中核Jとするものである。したがって，行政当局は「事業の経営主体として，一般事業経営
者がその事業や所属職員の経営管理に包括的な経営権，管理権を有するのと同様の包括的支配
権」をもつものと考えられている。一方，学校教育法第28条6項には，教師の子供を教育する
権限が明記されているが，これは教師の教育権と教育行政権 （公立学校管理権）とをはっきり
と分離する考え方を示すものである。そこでこの分離が，単に性質の専門的作用の区別を意味
しているのか，教師の教育権が教育行政権（包括的支配権）から独立していることを意味して
いるかという点で意見が分かれている。しかし，この問題は上記の第28条6項の解釈の問題と
してよりも，むしろ，教育行政を規定する教育基本法第10条の解釈をめぐって展開されている。
解釈上の問題点としては，「不当な支配」の主体，「直接責任を負う」の主体と方法，「諸条件」
の内容などが上げられているわけで，文部省の見解はさきの概説にのべた通りであるが，ただ
最近， 文部省関係者によって強調されている福祉国家教育行政の考え方について次に触れるこ
とにする。
この考え方が登場し積極的におしすすめられる以前は，教育行政は「教育法制」 の執行過程
としてとらえられていた。この法治主義教育行政論は 「教育行政理論を教育法制解釈の技術の
体系として構築することによってその客観性を保護しようとするj性質のものであった（実際
はその法解釈の中に一定の政策をもりこみ，教育運営を行っていた）。
ところで，欧米において第一次大戦後，近代公教育の質的転換を課題として進められてきた
公教育の現代化は，日本においても昭和37年の秋，文部省が教育白書『日本の成長と教育jを
出し， その諸につくのであるが，このころと前後して 「福祉国家教育行政論」が先の行政論に
かわるものとして出てくるのである。それは，教育行政の基本課題として，社会権としての国
民の教育権の保障をあげ，具体的には「特に年少者の生存権保障の重要な内容としての」「義務 ・
無償教育を拡大充実」と 「科学技術教育の振興としての学制の全般的改革を課題Jとするもの
である。ここでは教育行政は社会的権利としての国民の教育を保障するための「国家的公的活
動」 として，より積極的な形で定義されてくるのである。
今村武俊氏は教育は国民の福祉，社会文化の向上，しいては国家の繁栄にのぞましいもので
ある。国家は福祉国家へ転化するにつれ教育事業を経営するにいたるが，このこと自体が国家
の行政機能の一部であり，教師も行政組織の一部として国民に教育サービスを提供するという
職務をはたしているのである。だから，教育実践も一種の教育行政機能と考えられる。
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教育の自由をめぐる問題は内部組織の問題として考えられ，教育委員会の学校管理権の発動
における教育的経営的配慮の問題である，と大略以上のように述べている。 そうして， 国民の
教育権を保障するために，近代経営論によって教育行政の内部組織の合理化をすすめていくの
である。伊藤和衛氏の一連の研究の，内部報告制をもとにした職制職種を明確にする学校の「重
層構造論」は，福祉国家教育行政の系として理解されるのである。
ところで，現在すすめつつある福祉国家教育行政には，特殊日本的性格といえる面もあり，
問題点が主として民側の人々から指摘されている。その主なものとしては，福祉国家の理念は，
自由主義理念が社会主義との対応関係の中で再構成され発展したものであるから，当然近代国
家が保障していた自由権を中に含むものであるが，自由権思想の伝統 （特に教育など）の浅い
日本の場合， 「社会権」の強調はややもすると「不自由権」に通じる不安が考えられる。
現に教育基本法体制のもとに，建前としては，教育行政権を教育企業経営権と考え 「非権力
的な社会作用を中核」 としてはいるものの，現実は戦前の国権的教育行政観と教育行政機構が
のこっており，しかもそれらが，日本の福祉国家教育行政を支える重要な柱の一つになってい
る点などが多くの人々によってとり上げられている。例えば西欧の福祉国家では，国家の教育
行政執行権が拡大強化されることと対応して，公教育運営に教師・父母・ 国民を直接参与させ
措置が講じられているのと反対に，日本の場合はむしろせばめられる傾向の中で教育行政がす
すめられていることなどもその具体例として出されている。以上，教育基本法体制下での教育
行政，その中でも特に福祉国家教育行政の性格と主たる問題点を指摘してきたのであるが，次
にこの教育行政を批判する立場で提起されている，教師の教育権の独立を主張する三つの説に
ついて記すことにする。
(1）教育の自由説
この説は上記のような日本の福祉国家教育構想において 「国家の教育権」が無制限に拡大さ
れる傾向に対する批判を課題としているように思われる。それは「近代的法治主義論を前提と
し，それを教育現場における教師の要求に即して運用」しようとするものであり，自由権とし
ての「学問の自由Jの考え方や，教師の専門性の倫理を前提に，国家は国民の内面的価値にか
かわるべきでないとの近代的立場に立って，教育と教育行政を区別することによって，「教育
の自由を保障し，教師の主体性を確保するjという考え方に立って公教育を構想するものであ
る。
福祉国家教育行政の日本的特性を批判する立場から，教育行政作用を外的事項だけに制限す
る考え方は，教育学者や，行政法学者の聞にも同調者も多く，教職員組合も支持する説である
が，問題点も指摘されている。
この説は教育の私事性の論理を前提にし，親および私的団体が自由に教育の主体者になる権
利の保障を主に考える立場である。したがって，このような考え方は，一方では教育行政の内
的事項不介入を主張する論拠となると同時に上記の法治主義教育行政論 （親を含めた国民全体
の意志を「教育法制」 と考える）の現実的根拠ともなっているのである。
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また，教師の教育権を自由権としての「学問の自由」の一環である「教育の自由」としてと
らえているが，それは，社会権としての教育権を，国家の積極的に保障するために構想した公
教育の教師の「教育の自由」を客観的に説明するものではない。「学校とくに義務教育学校の
公共性 （教育基本法6条）それに対する国家の基準設定権 （教育基本法3条）を根拠に憲法に
いう学問の自由の規定をそのまま義務教育学校の教育の自由に適用しないのが通説」となって
いる。
また，このような「教育の自由」を「学問の自由」の一環とする解釈は「教育の問題を学問
の問題に包みこむことによって，逆に教育それ自体の本質把握を暖昧に」するものである。な
ぜならば，この説は，高校以下の教師全部に，大学における 「教育の自由」を広げて考えてい
るが，この説を否定する見解として出されている 「教育ということの本質上」「（教師の教育の
自由は）下級の学校に至るにつれて制限されることがある」という，その 「教育jそのものの
「本質」が「教育の自由jを絶対的に要請していることを明らかにすべきである。最後に，現
代の公教育が，社会権としての教育権を保障するために，教育行政によって創設され運営され
る性質のものである以上，教育行政の内的事項と外的事項を区別することは実際上ほとんど不
可能と考えられる。事実，外的事項の中に入る教師の人事や財政補助金を通しての教育内容な
どの間接的支配も可能といえるのである。 「教育の自由説」の意図する課題を今日的状況の中
で実現するためには，教育行政を倭小化してその意味を否定するのではなく，否定するのは権
力的な性格であり，むしろ「国民の教育についての共同利益の組織化」という課題を教育行政
に担わせるよう努力することが大切である旨などがいわれている。
(2）教師の教育権限独立説
教育の自由説などと特に異なる点をあげると，まず憲法第26条の，社会権としての国民の「教
育を受ける権利」の解釈を，従来のような教育の機会均等など義務教育の無償の規定に示すよ
うな「社会保障的意昧jにとっていたのを，「I教育を受ける権利Jの内的充実の傾向を積極的
にとらえて」それを子供の「中立な教育を受ける権利」としてとらえている点である。次にそ
れを保障するための，教師の 「教育権の独立Jを学校組織の法律関係で位置づけて，「職務上
の独立」を意味する「制度的保障」と規定し法律論と して明確に構成していることである。
しかし，論者自らのべているように，「教育行政当局者の否定説ともっとも全面的に対時し
ているものJといえるが，「憲法第26条にいままでいわれていなかった新しい意味づけを行っ
ているものだけに，規定上の根拠に乏しいきらいがあることは否めない」点であろう。
また，前述の堀尾氏が「義務制を中心とする教育立法は『国民の権利としての教育jの思想
の系として，その権利を現実的に保障する立法ではなく， むしろそのような要求を運動の予件
としつつそれと対立し，ないしはその権利を空洞化する思想にもとづき総資本の意志としての
国家権力の介入によって実現した」もので「一般に社会法とは社会的人権保障の法的規定とは
同義語ではない」 とのべて，この独立説によって立つ公教育観を批判し，この説の法解釈に対
して， 「社会法に対する幻想的理解」であるとの見解を示している。
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(3）堀尾輝久氏の説
この説は，国民の「教育を受ける権利」 を子供の「学習権」の思想に求めている点がまず注
目される。教師は，子供の「学習権」を保障するための 「親義務の代行者」 と考えられ，教師
の教育権の実質的根拠を子供の「学習権」を充足させるための「科学的真実 ・芸術的価値と子
供の発達成長についての専門的知識という二つの契機によって規定される『教育の自由j」に
もとめられている。さらに 「既成の学問観に対決し，教育科学の成果と思想史的実証をもって
教育権を再構成した」点に特色がある。
しかし，この説には，「親義務を共同化jする主体を明らかにすること，「学校設置や教育条
件整備，指導助言や教育公費負担といった同氏があげる教育行政作用によって立っている国家
論上の基礎についてのべるべきだJという批判も出されている。
堀尾氏の考える主体がいかなるものである明らかではないが，さきの 「教育権限独立説」に
対する批判内容から，福祉国家のもつ階級的性格を強調して， その教育構想を否定する見解に
立っているように思われる。その意味では，独立説の中でも前の二説の教育行政権の制限説と
は立場を異にするものである。それは，「教育の社会主義化」を展望する過程で，近代教育体
制の民主的部分を位置づけた公教育構想ということができる。
m 教育権論争の今日的意義
ここで，この問題の把え方について，現在のように法解釈学的論争に日を送ることが，教育
の発展に，どれほどの意味をもつのかという，極めて素朴な反省の必要があるように思う。往々
にして見られるように，教師は教育権と称する実定法上の権利，しかも民法第120条に規定さ
れる親の教育権のような私法上の権利としてではなく，公法上の権利を有するかどうかという
ような論争のしかたは意味がないように思う。そのような意昧でなら今日，教師に公法上の教
育権はないというのが通説であろう。必要なことは，そのような形で法学的解釈論争を繰り返
す事ではなく，戦後の教育改革の過程で，教育と教育行政との関係をどのように考えようとし
たのか， そしてそれは何故かという原点にもどって，教育と教育行政とが現在どのようにかか
わり合いをもっているかを反省し，この両者は，どのように関連すべきなのか，などに視点を
据えて問題を把え直してみることではないかと考える。
一見なんの関係もなさそうに見える教育権と教育行政も，今日的視点に立っと，教育権は教
育行政権に重大な制限を加えようと し，教育行政権は教育権を否定しようと在奔しているよう
に見えるところにこそ問題があると思う し， 今日の教育界の不幸があると思う。
終戦直後にはじまる教育の改革に対する昭和26年リッジウェイ声明に始まる再改革の過程で
再改革の要求が，国際情勢の変化と結びつき日本資本主義の復活強化とあいまって，戦後教育
改革の全面的否定に指向されがちであり，しかもこの過程で，教育行政作用が，教育のどの領
域に，どの程度に及ぶべきかということについて，改革の歴史的必要性の認識に基づく深い洞
察を必ずしも伴わなかった点にこそ問題があるように思う。戦後の教育改革と再改革の要求の
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過程で，動 反動図式的に展開される法解釈論争を，改革の原点に引きもどすことこそ必要と
思う。
問題の把え方についての，このような考え方を基本として，現在，教師の教育権なるものを
どのように考えたらよいのか。また教育行政のあるべき姿をどのように考えるべきだろうかを
今一度考えてみようと思う。教師の教育権なるものをどのように考えたらよいのであろうか。
この場合まず問題とされるのは，憲法第23条の「学問の自由Jに関する規定である。これは
いうまでもなく日本国民の基本的人権の一つであって，日本国憲法がはじめて創設した精神的
自由権に関する制度的保障であり，本来は第四条の 「思想の自由」の一部をなすものであるが，
なおそれが独自の存在理由を主張しうるのは，それが近代西欧諸国の苦難に満ちた言論の自由，
真理探究の過程から獲得された創造的な人間精神の貴重な成果であり，平均人の常識的水準の
評価によって干渉・左右しえない学術専門的文化財だからである。ヨーロッパ特にドイ ツの大
学において，学問の自由が強く主張され，やがて実定憲法の中に学問の自由の保障が定めらる
に至ったのも，このような理由による。明治憲法には学問の自由を保障する明文の規定はなく，
かえって「国家の利益のための学問」の観念が支配していたので，大正8年の森戸事件， 昭和
6年の美濃部事件，昭和8年の滝川事件等にみられるように，国家権力による干渉・制限がし
ばしば研究者を拘束し，その弊害は著しかった。日本国憲法が， とくに第23条で「学問の自由」
を定めたのは，このような経験にもとづく ものでもあった。ところで，この学問の自由は次の
ような意味を包含している。
① 学問研究の自由である。これは，第四条の 「思想の自由Jの学問における現れである。
この自由は，広く何人であれ有するものと解すべきで，その性質上，何らの制約を受けること
のないものであって，大学その他の研究機関の研究者にのみ保障されると制限的に理解すべき
ではない。
②研究成果発表の自由である。これは，第21条の「表現の自由jの問題でもある。この自
由も何人に対しでも広く保障されていると理解すべきものである。研究発表の自由は， 学問研
究の自由の発展が，外的・ 客観的な発表を通じての批判，論議を必要とすることを考えれば自
明の理であろう。さらに研究の自由は外界に影響を及ぼすものであるが故に，若干の制約も考
えられるとの説もあるが，そのような制約は，決して，一定の時代の一定の国家の公権的 ・外
的な権威や， 社会の常識に基づくものではなく，まさに学問自体の内部から，学問自体のレベ
ルにおいて，学問の自由を濫用したと考えられる場合に限られるとみるべきである。
③教授の自由である。 教育をする権利としての教師の教育権の問題は，大学以下の教育機
関の教師にこの自由の保障があるかどうかをめぐって論議されることが多い。しかしこれは，
高等教育機関，主として大学において学者が教授する上において，国家の公権力によって学説
上の拘束を受けないということであり， U nterrichtsfreiheitを意味せずakademisheLehr-
freiheitを意味している。 したがって，下級教育機関において，国民教育の要求から，教育課程，
教育内容，教材等の規制があることは 「学問の自由」を保障する第23条に反するものではない。
30 浅井 ：教育基本法第10条の解釈と教育権論争
1966年10月5日パリで署名された ILO・ユネスコ共同の 「教員の地位に関する勧告Jで 「教
員は職責の遂行にあたって学問の自由を享受するものとするJ，としながら，続いて 「教員は，
生徒に最も適した教員及び教授法を判断する資格を特に有しているので，教材の選択及び使用，
教科書の選択ならびに教育方法の適用にあたって承認された計画のわく内で，かっ教育当局の
援助を得て，主要な役割が与えられるものとする。Jとしていることは，「学問の自由」が即「教
授の自由」を意味しないことが世界共通の理解となっている証左ともいうことができるであろ
う。教師には教育権という公法上の権利があるとか， 日本国憲法第23条の「学問の自由jを，
Unt巴rrichtsfreiheitとの意として，教育行政権の介入を許さない教育権を個々の教師がもっと
いうように解することは無理であろう。
現行の教育法制に照らして，教師の教育権とは，「教師が教育内容や方法に対して自主的立
場から発言のできる状況Jという意味での「教育の自由」ととらえ，その実現を求めることに
視点を据え直すべきでなかろうか。そのことは，根底の教職の専門性の認識が確立しなければ
ならないのであるから，努力は，現在のように，教師の職務権限の独立と行政管理の限界をめ
ぐる法解釈論として行われるのではなく，むしろ教職の専門性深化の方向に向け直されるべき
ではなかろうか。教師の職業上の自由は実定法上の権利によってでなく，専門性の深化の程度
によって規定され， 達成されるべきものであろう。
U おわりに
教育行政権の介入を許さない実定法上の権利としての，教師の 「教育権」はない。しかしだ
からといって，教育行政権が，いついかなる時にも，教育のどのような分野にでも教師の教育
に介入できるなどというものではない。先に述べたように戦前の教育行政は国家事務と解され，
それが教育行政のみでなく，教育そのものの在り方をも決定していた。
すなわち，教育行政においても，教育実践においても，国の定める法規や上司の命令への忠
実な服従が重大な関心事とされ， その結果，自由にして独創的な教育実践が異端視され， 法令
違反とされ， 日本の教育を画ーと統制の枠の中で窒息させたことの反省として，教育基本法第
10条が生まれたことを今一度確認することが必要と思う。 いうまでもなく，教育基本法第10条
は，民主体制下における教育行政の在り方を公的に示したものであり，規定そのものは，現在
もなお生きているという事実は重要である。昭和30年前後からの文教政策の急回転に伴って，
教育行政の在り方についての論議は，特に文部官僚を中心としていたずらに教育行政の法学的
解釈論議に墜しすぎてはいないだろうか。勿論，私は，ことの理論的な研究の必要を否定する
ものではない。しかし，それがいわゆる 「日教組と文部省の対立時代jといわれる現在の教育
界で，教組封じ込め作戦のための理論として展開されているところに問題があると思う。
教育基本法第10条にいうところの条件整備としての教育行政は，十分にその成果を上げられ
ないうちに種々の困難や矛盾が歪曲が露呈されているにもかかわらず，教育のための諸条件，
特に物的財的諸条件の整備確立を怠ったままに，法学的解釈論争に文字通り憂き身をやっして
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いる。教育行政の現状が，教育の進歩発展に，どれほどの意味をもつのであろうか。現在教育
行政に最も必要なことは，市川昭午氏のいうように 「教師の教育権という現行法制の次元をい
ささか超越した抽象的な思想をめぐる概念論争をすることでもなければ，教師の職務権限の独
立の否定に多少とも役立ちそうな規定を法令集から探し出してくるという，いささか三百代言
めいた解釈論議」 を繰り返すことではなく，「条件整備」 の名のもとに実際に何がどの程度に
なされているか，教育行政が教育実践のためにどのような活動をしているかの事実認識にもど
ることであろう。
最後に，本論文作成にあたり，本学の古瀬卓男教授に特段の御指導をしていただきました。
深く謝意を表します。
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